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１ 

はじめに 

１．目的 

本村が保有する公共施設等では、過去に建設された公共施設等が更新時期を一斉に迎えるに

あたり、施設の維持管理や老朽化対策が大きな課題となっています。また人口減少や少子高齢

化の進行等により利用ニーズに変化も生じています。 

厳しい財政状況の中、本村の保有する公共施設等へ計画的な更新・統廃合・長寿命化を行

い、財政負担の軽減・平準化と公共施設等の最適配置を実現することが必要となっています。 

こうした状況を踏まえ、本村では、総務省自治財政局財務調査課長通知「公共施設等の総合

管理計画の策定にあたっての指針の策定について」（平成 26年４月 22日付総財務第 75 号総務

大臣通知）に則り、公共施設等総合管理計画（以下、「本計画」という。）を策定しました。 

また、本計画初版の策定後５年が経過し、平成 30年２月、総務省が策定した「公共施設等

総合管理計画の策定にあたっての指針」が改訂されたことや、令和３年１月 26日に「令和３

年までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項」が示されたことに伴い、令

和４年３月に改訂を行いました。 

２．普代村の概要 

本村の広さは、69.66km2、位置は岩手県沿岸北部に位置し、下閉伊郡の最北端にあり、東方一

帯は太平洋に面し、南は田野畑村、北は九戸郡野田村、西は岩泉町に接しています。

太平洋に臨む沿岸地区は、標高約 150ｍの海岸段丘が連なり、わが国随一の景観、三陸復興国

立公園の黒崎・北山崎を控え、この公園を代表する豪壮雄大な断崖絶壁が連続し、絶景の一語

に尽きる男性的な自然美をなしています。 

本村の産業は、第一次産業の漁業・水産養殖業が大部分を占めていますが、昭和 47 年 10 月

の国道 45 号全線開通、昭和 59 年４月の三陸鉄道北リアス線の開通とともに総合的な開発を進

めています。また、山間地を利用した自然休養村整備事業、農地開発事業、海のだいご味を満

喫できる施設の整備など、観光産業にも力を注いでいます。 

普代村位置図

村名 面積 

普代村 69.66 km2
普代村 

盛岡市 

盛岡市から直線距離で約 100km 
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第１章 公共施設等の現状 

１．計画の対象範囲 

（１）対象範囲 

本計画の対象施設は、本村が保有・管理する公共施設等として下記のとおり分類します。 

ア）公共施設（建築系公共施設） 

イ）インフラ資産（道路、橋りょう、上水道、下水道、漁港） 

（２）施設の単位 

公共施設は、一つの施設に複数の棟を含む場合もあるため、棟別に区分が異なる場合も

あります。そこで、本計画における施設の調査や情報の集計では、施設ごとに棟情報を整

理することとします。（例えば、普代小学校における棟情報としての「校舎」、「体育館」。） 

（３）作成にあたっての情報収集方法 

『普代村建物財産一覧』『固定資産台帳』に加え、各課へのヒアリング調査の回答結果

に基づき、情報の収集整理を行っています。 

本計画で利用する公共施設データについて 

※公共施設データの時点は令和３年度末時点としますが、統計値等については

令和２年度末時点となります。（各表に記載） 

※公共施設の用途別や年度別に集計された延床面積等の小計は、小数点以下が

丸められているため、それぞれを合計した数値と全合計欄の合計値が合わな

い場合があります。 
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（４）対象施設

 本計画における対象施設（公共施設）を以下に示します。 

表 1.1.1 用途区分 

施設の用途 対象施設 

1 行政施設 

普代村役場 

芦渡消防屯所、太田名部地区消防センター、黒崎地区コミュニティ消

防センター、第１分団２部ポンプ置場、第２分団１部ポンプ車置場、

茂市消防屯所、白井地区コミュニティ消防センター、消防会館、Ｂ＆

Ｇ海洋センター防災備蓄倉庫、災害後方支援拠点広場防災備蓄倉庫、

普代分署庁舎 

2 村民文化系施設 

芦渡地区多目的集会施設、落合地区多目的集会施設、力持コミュニテ

ィセンター 

鳥居地域活動拠点施設、太田名部地域活動拠点施設、茂市地域活動拠

点施設、旭日区地域活動拠点施設、黒崎地域活動拠点施設 

3 社会教育系施設 旧庁舎 

4
スポーツ・レクリエーショ

ン施設 

普代村Ｂ＆Ｇ海洋センター、多目的グラウンド管理棟、普代村社会体

育館、北緯４０度運動公園野球場 

緑の村施設、観光センター、黒崎休憩ハウス、自然休養村管理センタ

ー、国民宿舎くろさき荘 

5 保健・福祉施設 
普代村保健センター、在宅介護支援センター、普代デイサービスセン

ター、くろさき小規模多機能ホーム 

6 学校教育系施設 
普代小学校、普代中学校 

学校給食センター 

7 子育て支援施設 はまゆりこども園 

8 産業系施設 

堆肥製造施設、普代村農機具格納庫、向野場農機具格納庫、農業用資

材保管施設和野山、農地開発事務所黒崎、農地開発事務所向野場、農

地開発事務所和野山、萩牛地区地域特産品生産施設、鳥居牧場、堀内

地区漁村センター、沢向地区コミュニティセンター、普代村高齢者活

動施設、自然体験学習施設、堀内机地区構造改善センター、黒崎農村

広場施設、白井地区漁業研修施設、農林水産物直売所(鳥居)、農林水

産物直売所(柏木平)、郷土文化伝習保存施設、普代地区ふれあい公園

（諸設備工作物）、海産物直売施設、普代浜地区共同利用施設、堀内

地区共同利用施設、太田名部地区共同利用施設、普代地区共同利用施

設、白井地区共同利用施設、黒崎地区共同利用施設、黒崎(ネダリ浜)

地区共同利用施設、沢地区共同利用施設 

9 公営住宅 

芦渡住宅、南浜住宅、堀内住宅、普代駅前住宅、力持小学校教職員住

宅、旭日区地区教職員住宅、黒崎小学校教職員住宅、鳥茂渡小学校教

職員住宅、普代小学校教職員住宅、堀内小学校教職員住宅、旭日区地

区旧東北電力事務所住宅、旭日区地区旧東北電力(車庫)、旭日区地区

住宅、上区地区教職員住宅、上区地区住宅、茂市住宅 

10 医療施設 歯科診療所、医科診療所 

11 インフラ施設 普代村漁業集落排水処理施設、簡易水道・飲料水供給施設 

12 その他 

旧第２庁舎、農林漁業経営管理所、旧鳥茂渡小学校、旧芦渡へき地保

育所、旧黒崎小学校、旧堀内小学校、海の家まついそ、マジックハウ

ス、旧堀内児童館、クロネコヤマト事務所兼倉庫、旧普代分署庁舎(倉

庫)、仮設施設 No.２、仮設施設 No.４、仮設施設 No.７、旧和村邸 

黒崎園地公衆トイレ、緑の村施設トイレ 

国保診療所医師住宅、歯科医師住宅 

（令和４年３月末時点） 



第１章 公共施設等の現状

４ 

２．公共施設等の現状 

（１）用途別公共施設の保有状況 

本村の公共施設の総棟数は 210 棟（112 施設）であり、延床面積の合計は約 44,662 ㎡

となっています。延床面積の内訳は、その他を除き、スポーツ・レクリエーション施設が

21.9％、次いで学校教育系施設が 16.6％、産業系施設が 12.4％の順となっています。 

表 1.2.1 用途別公共施設の保有状況 

施設の用途 施設数 棟数 
延床面積

(㎡) 

延床面積 

構成比 

1 行政施設 12 14 4,995 11.2%

2 村民文化系施設 8 9 1,048 2.3%

3 社会教育系施設 1 4 667 1.5%

4 スポーツ・レクリエーション施設 9 24 9,768 21.9%

5 保健・福祉施設 4 4 1,273 2.9%

6 学校教育系施設 3 10 7,401 16.6%

7 子育て支援施設 1 1 804 1.8%

8 産業系施設 29 36 5,548 12.4%

9 公営住宅 16 74 4,643 10.4%

10 医療施設 2 2 1,064 2.4%

11 インフラ施設 8 8 511 1.1%

12 その他 19 24 6,941 15.5%

総計 112 210 44,662 100.0%

（令和４年３月時点） 

図 1.2.1 公共施設の延床面積割合  
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図 1.2.2 用途別公共施設の延床面積 

図 1.2.3 用途別公共施設の棟数  
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（２）一人あたりの公共施設の延床面積 

本村の人口（普代村住民基本台帳 令和２年９月末時点 2,572 人）一人あたりの公共施

設の延床面積は、17.4 ㎡/人となっています。 

また、総務省が平成 24 年３月に公表した「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費

用の比較分析に関する調査結果」によると、全国の市町村の平均 3.22 ㎡／人に比べて約

5.4 倍となっています。 

表 1.2.2 用途別の一人あたりの延床面積 

（普代村住民基本台帳 令和２年度人口：2,572 人） 

施設の用途 延床面積(㎡) 床面積(㎡／人) 

1 行政施設 4,995 1.9

2 村民文化系施設 1,048 0.4 

3 社会教育系施設 667 0.3

4 スポーツ・レクリエーション施設 9,768 3.8

5 保健・福祉施設 1,273 0.5 

6 学校教育系施設 7,401 2.9

7 子育て支援施設 804 0.3 

8 産業系施設 5,548 2.2

9 公営住宅 4,643 1.8

10 医療施設 1,064 0.4 

11 インフラ施設 511 0.2 

12 その他 6,941 2.7

総 計 44,662 17.4
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表 1.2.3 類似団体別の一人あたりの延床面積 

※1 普代村の延床面積は、公共施設等総合管理計画に伴うヒアリング調査結果に

よる、令和４年３月時点集計値 

※ 他自治体の延床面積は、公共施設状況調（令和元年度）による公表値 

※ 類似団体：総務省「類似団体リスト」の 6-Ⅰ-0：人口規模（0.0～0.5 万人）、

産業構造の就業率（2次・3次が 80％未満により分類し、同じグループに属す

る自治体） 

主な類似団体 
延床面積 

（㎡） 

令和 2年 

人口（人） 

一人あたり床面積

（㎡/人） 

岩手県普代村 44,662※1 2,572 17.4 

岩手県 田野畑村 48,430 3,059 15.8 

青森県

蓬田村 31,138 2,540 12.3 

西目屋村 32,428 1,265 25.6 

横浜町 53,499 4,229 12.7 

佐井村 38,103 1,788 21.3 

新郷村 32,693 2,197 14.9 

宮城県 七ケ宿町 32,437 1,262 25.7 

秋田県 大潟村 52,244 3,011 17.4 

山形県
大蔵村 37,289 3,028 12.3 

鮭川村 40,842 3,902 10.5 

福島県

湯川村 26,406 3,081 8.6 

柳津町 48,738 3,081 15.8 

金山町 37,948 1,862 20.4 

昭和村 35,120 1,246 28.2 

鮫川村 36,283 3,049 11.9 

川内村 49,301 2,044 24.1 

類似団体平均(町村) 17.3 
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図 1.2.4 類似団体の公共施設の面積比較 

図 1.2.5 類似団体の公共施設の面積比較 

※東北圏内の類似団体コードから更に、人口規模を 2,000～3,000 人に限定した場合の延床面積
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３．建築年別公共施設等の現状 

（１）建築年別分布 

昭和 53 年頃から公共施設の建築が増えてきており、旧耐震基準の昭和 56 年（1981 年）

以前に建てられた施設は、全体の延床面積の約 44.7％を占めています。 

今後は大規模改修や建替えの必要性が集中してくるものと想定されます。 

図 1.3.1 建築年別公共施設の延床面積 
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（２）経過年数の状況 

①  用途別施設の経過年数の状況（棟数） 

築 30 年以上経過する公共施設は、棟数で全体の 210 棟のうち 118 棟（56.2％）を占め

ています。 

表 1.3.1 用途別施設の経過年数の状況（棟数） 

施設の用途 
築 30 年以上経過 

築 30 年未満 計 
棟数 割合(％) 

1 行政施設 3 1.4% 11 14 

2 村民文化系施設 2 1.0% 7 9 

3 社会教育系施設 3 1.4% 1 4 

4 スポーツ・レクリエーション施設 18 8.6% 6 24 

5 保健・福祉施設 1 0.5% 3 4 

6 学校教育系施設 8 3.8% 2 10 

7 子育て支援施設 0 0.0% 1 1 

8 産業系施設 16 7.6% 20 36 

9 公営住宅 40 19.0% 34 74 

10 医療施設 2 1.0% 0 2 

11 インフラ施設 7 3.3% 1 8 

12 その他 18 8.6% 6 24 

総計 118 56.2% 92 210 

表 1.3.2 築 30 年以上を経過した公共施設の経過年数別棟数 

施設の用途 築 50 年以上 築 40～49 年 築 30～39 年 計 

1 行政施設 1 1 1 3 

2 村民文化系施設 0 0 2 2 

3 社会教育系施設 2 1 0 3 

4 スポーツ・レクリエーション施設 0 11 7 18 

5 保健・福祉施設 0 0 1 1 

6 学校教育系施設 4 4 0 8 

7 子育て支援施設 0 0 0 0 

8 産業系施設 0 9 7 16 

9 公営住宅 20 16 4 40 

10 医療施設 0 0 2 2 

11 インフラ施設 3 4 0 7 

12 その他 6 6 6 18 

総計 36 52 30 118 
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② 用途別施設の経過年数の状況（延床面積） 

築 30 年以上経過する公共施設は、全体の延床面積で約 44,662 ㎡のうち、約 26,230 ㎡

（58.7％）となっています。 

表 1.3.3 用途別施設の経過年数の状況（延床面積 ㎡） 

施設の用途 
築 30 年以上経過 

築 30 年未満 計 
延床面積 割合(％) 

1 行政施設 225 0.5% 4,770 4,995 

2 村民文化系施設 185 0.4% 862 1,048 

3 社会教育系施設 570 1.3% 97 667 

4 スポーツ・レクリエーション施設 6,145 13.8% 3,622 9,768 

5 保健・福祉施設 360 0.8% 913 1,273 

6 学校教育系施設 7,046 15.8% 355 7,401 

7 子育て支援施設 0 0.0% 804 804 

8 産業系施設 2,940 6.6% 2,607 5,548 

9 公営住宅 2,088 4.7% 2,555 4,643 

10 医療施設 1,064 2.4% 0 1,064 

11 インフラ施設 121 0.3% 390 511 

12 その他 5,485 12.3% 1,456 6,941 

総計 26,230 58.7% 18,432 44,662 

表 1.3.4 築 30 年以上を経過した公共施設の経過年数別延床面積（㎡） 

施設の用途 築 50 年以上 築 40～49 年 築 30～39 年 計 

1 行政施設 127 25 73 225 

2 村民文化系施設 0 0 185 185 

3 社会教育系施設 562 8 0 570 

4 スポーツ・レクリエーション施設 0 3,614 2,531 6,145 

5 保健・福祉施設 0 0 360 0 

6 学校教育系施設 2,761 4,285 0 7,046 

7 子育て支援施設 0 0 0 0 

8 産業系施設 0 2,024 916 2,940 

9 公営住宅 850 907 331 2,088 

10 医療施設 0 0 1,064 1,064 

11 インフラ施設 69 51 0 121 

12 その他 1,625 3,053 808 5,485 

総計 5,994 13,968 6,269 26,230 
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図 1.3.2 公共施設の経過年数別延床面積 

図 1.3.3 公共施設の経過年数別延床面積（構成比） 
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（３）耐震改修の現況 

本村の公共施設の耐震診断の状況は、旧耐震基準の施設のうち耐震診断を行っていな

い施設が 88 棟（未調査不明分を含む）あります。 

耐震改修の状況は、耐震改修が不要な施設と耐震改修実施済み施設を合わせて約

60.0％で、残り公共施設の約 40.0％が未実施または未調査です。 

表 1.3.5 耐震診断・改修の状況 

区分 耐震診断 棟数 割合(％) 耐震改修 棟数 割合(％)

新耐震（不要） 計 122 58.1 122 58.1

旧耐震 計 88 41.9 88 41.9

実施済み 6 2.9 4 1.9 

未実施 72 34.3 71 33.8

不明（未調査） 10 4.8 13 6.2 

建築年不明 計 0 0.0 0 0.0 

総  計 210 100.0 210 100.0 

※昭和 56 年６月に建築基準法が改正されています。昭和 56 年以前建築を「旧耐震」、昭和 57 年以降 

建築を「新耐震」に分類しています。 

図 1.3.4 耐震診断・改修の状況
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（４）公共施設等の保有量の推移 

公共施設等の延床面積の推移は次のとおりです。 

過去 10 年間では、微増で推移しています。 

図 1.3.5 公共施設の保有量の推移
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４．インフラ資産の現状 

（１）インフラ資産の状況 

インフラ資産（道路、橋りょう、上水道、下水道、漁港）においても、今後、古い施設

から老朽化の状況に応じて、順次修繕などの費用が必要となります。 

① 道路・橋りょうの整備状況 

本村の道路・農道・林道の総延長は 218,183ｍ、総面積は 992,644 ㎡となっています。 

自転車歩行者道の総延長は 1,063ｍ、総面積は 2,831 ㎡となっています。 

橋りょうは 52橋であり、総面積は 4,513 ㎡となっています。 

② 上水道の整備状況 

本村の上水道（簡易水道・飲料水供給施設）における管路の総延長は、67,292ｍが整備

されています。 

③ 下水道の整備状況 

本村の下水道（漁業集落排水処理施設）における管路の総延長は、3,011ｍが整備され

ています。 

④ 漁港の整備状況 

本村の漁港は、外郭施設 2,199ｍ、係留施設 670ｍが整備されています。 

表 1.4.1 インフラ資産の状況 

インフラ資産 区分 数量 

1
道路 

(農道・林道含む)

延長 

面積 

218,183

992,644

ｍ 

㎡ 

自転車歩行者道 
延長 

面積 

1,063

2,831

ｍ 

㎡ 

2 橋りょう 
橋りょう数 

面積 

52

4,513

橋 

㎡

3 上水道（簡易水道・飲料水供給施設） 管路延長 67,292 ｍ

4 下水道（漁業集落排水処理施設） 管路延長 3,011 ｍ

5 漁港 
外郭施設 

係留施設 

2,199

670

ｍ 

ｍ 

（令和２年３月末時点）
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（２）インフラ資産の保有量の推移 

インフラ資産（道路、橋りょう、上水道、下水道、漁港）の保有量の推移は次のとおり

です。 

図 1.4.1 道路の保有量の推移 

図 1.4.2 橋りょうの保有量の推移
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図 1.4.3 上水道（簡易水道、飲料水供給施設）の保有量の推移 

図 1.4.4 下水道（漁業集落排水処理施設）の保有量の推移 
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図 1.4.5 漁港の保有量の推移 
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５．過去に行った対策の実績 

施設に対する過去５年間の主な対策工事の実施については、次のとおりです。 

表 1.5.1 対策工事の実績 

用途分類 施設名 主な対策と期間 

行政施設 普代村役場 
カーボン・マネジメント強化事業（R2） 

昇降機改修工事（R2） 

村民文化系施設 茂市地域活動拠点施設 
建替え工事（R2） 

村道取付部バリアフリー化改良工事（R3） 

スポーツ・ 

レクリエーション施設 

普代村 B&G 海洋センター 
給水ポンプ更新工事（R2） 

トイレ洋式化改修工事（R2） 

観光センター 

改修工事（H29、H30、R1） 

屋根改修工事（H30） 

空調設備工事（R1） 

外壁等塗装工事（R2） 

浄化槽修繕工事（R3） 

共同トイレ等改修工事（R3） 

自然休養村管理センター 外壁塗装工事(H30) 

普代村社会体育館 
カーボン・マネジメント強化事業（H30） 

トイレ改修工事（H30） 

国民宿舎くろさき荘 
カーボン・マネジメント強化事業（R1） 

くろさき荘別館解体工事（R2） 

保健・福祉施設 在宅介護支援センター 屋根特殊塗装工事（H30） 

学校教育系施設 
普代小学校 冷房設備整備事業（R1） 

普代中学校 冷房設備整備事業（R1） 

子育て支援施設 はまゆり子ども園 テラス改修工事（R2） 

産業系施設 郷土文化伝習保存施設 景観保全工事（R3） 

公営住宅 

芦渡住宅 
長寿命化型改善工事（7･8･9 号棟）（H29) 

長寿命化型改善工事（10･11･12 号棟）（H30) 

南浜住宅 解体工事(R3) 

力持小学校教職員住宅 

改修工事（8-1 号棟）（R2) 

改修工事（9-1 号棟）（R2) 

改修工事（8-2 号室）（R3) 

改修工事（8-3 号室）（R3) 

その他 旧黒崎小学校 校舎解体工事（H30） 
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第２章 人口等の現況と将来の見通し 

１. 人口の推移と今後の見通し 

（１）人口の推移 

本村の将来人口については、普代村人口ビジョン（2021 年（令和３年３月）策定、以下

「村人口ビジョン」という。）によると、本村の人口は、令和２年（普代村住民基本台帳

９月末時点）で 2,572 人となっています。人口は 1965 年（昭和 40 年）の 4,796 人から

年々減少しています。 

図 2.1.1 人口・年齢３階層人口の推移(村人口ビジョンより) 

（２）将来人口の推計 

2040 年（令和 22 年）の人口は 1,838 人、2015 年（平成 27 年）比で 957 人減（34.2％

減）と推計されています。また、年少人口は 190 人、生産年齢人口は 781 人、老齢人口は

868 人と推計されています。 

図 2.1.2 年齢３階層人口の将来推計(村人口ビジョンより)
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２．歳入歳出の推移と財源の見込み 

（１）歳入の状況 

令和２年度の歳入は約 52 億円であり、前年度と比較すると、国補助金が増加となって

います。また、地方税は約２億円と全体の約４％に留まっており、交付税は約 17 億円で

歳入の約 33％を占め、ほぼ同様の金額で推移しています。 

歳入の主たる納税者となる生産年齢人口の減少が予測されており、高齢化が進行するな

かで、今後地方税の減少が懸念されます。 

表 2.2.1 歳入の推移（百万円） 

年度 
平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和 2 

年度 

地方税 200 212 225 229 230 216

譲与税 37 43 43 44 46 48

交付税 1,645 1,587 1,669 1,539 1,777 1,681

国補助 282 437 341 516 335 1,536

県補助 242 120 130 153 216 221

地方債 513 640 454 296 467 455

その他 422 489 513 538 687 1,008

歳入計 3,341 3,528 3,374 3,315 3,757 5,166

図 2.2.1 歳入の推移（百万円）
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（２）歳出の状況 

令和２年度の歳出は約 49 億円であり、前年度と比較すると、ほぼ全ての費目で増加と

なっています。また、扶助費は約２億円で全体の約４％を占めています。 

今後は高齢化社会の進行に伴う扶助費の増加に伴い、普通建設事業費（投資的経費）に

充当される財源の確保は、益々厳しくなるものと見込まれます。 

表 2.2.2 歳出の推移（百万円） 

年度 
平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和 2 

年度 

人件費 395 398 397 423 433 520

物件費 443 576 548 445 637 654

維補費 36 47 50 48 42 41

扶助費 160 182 168 166 206 171

補助費 327 337 318 336 449 768

公債費 425 408 405 388 395 409

繰出金 248 166 148 170 220 238

普建費 1,058 1,112 958 1,148 946 1,806

その他 136 98 183 72 138 300

歳出計 3,229 3,323 3,175 3,197 3,467 4,907

図 2.2.2 歳出の推移（百万円）
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（３）財政指標の状況 

本村の財政指標の状況について、下記に財政力指数・経常収支比率・実質公債費比率・

将来負担比率の推移を示します。 

表 2.2.3 財政力指数の推移 

財政指数 市町村 
平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和 2 

年度 

財政力指数 
普代村 0.14 0.15 0.15 0.16 0.16 0.17 

岩手県平均 0.34 0.35 0.35 0.36 0.37 0.37 

経常収支比率 
普代村 89.1 87.0 88.8 91.2 95.6 98.6 

岩手県平均 87.2 88.0 89.8 91.3 92.6 91.2 

実質公債費比率 
普代村 11.7 11.5 11.2 10.4 10.2 9.6 

岩手県平均 10.7 10.4 10.5 10.6 10.7 11.3 

将来負担比率 
普代村 3.3 3.8 - - 1.0 3.6 

岩手県平均 51.3 47.5 47.2 45.2 47.4 47.4 

①財政力指数 ※1

財政力指数は平成 27 年度以降ほぼ横ばいです。また岩手県市町村平均より 0.20 前後低

い値での推移が続いています。 

図 2.2.3 財政力指数の推移 

※1 地方公共団体が自力で必要な財源をどのくらい調達できるか示しており、この数値が高いほど普
通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。「１」を超えると地

方交付税が交付されない団体（不交付団体）となる。 

毎年度の地方交付税（普通交付税）の算定に用いる「基準財政収入額（標準的に収入されるであ

ろうと算定された地方税等の額）」を「基準財政需要額（標準的な行政運営を行うために必要であ

ると算定された経費の額）」で除して得た数値の過去３か年の平均値です。
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②経常収支比率 ※2

平成27年から平成28年度に一旦下降するものの、平成29年から再び上昇しています。 

図 2.2.4 経常収支比率の推移 

※2 人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に対して、地方
税や普通交付税など毎年度経常的に収入される一般財源がどの程度使われているかを示す割合で

す。財政構造の弾力性を示す指標で、この比率が高いほど、普通建設事業費等の臨時的な経費に使

うことができる財源に余裕がなく、財政構造の硬直化が進んでいることとなります。

③実質公債費比率 ※3

岩手県市町村平均をやや上回っていましたが、減少傾向が引き、平成 30 年度に下回り

ました。 

図 2.2.5 実質公債費比率の推移 

※3 一般会計等が負担する借入金の返済額及びこれに準ずる額（特別会計や企業会計、一部事務組合
への繰出金・負担金のうち借入金の返済に使われた額など）の大きさを指標化したものです。元利

償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率で、資金繰りの危険度を示します。
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④将来負担比率 ※4

岩手県市町村平均よりも下回っています。 

図 2.2.6 将来負担比率の推移 

※4 一般会計等が負担する借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化
したものです。将来的に支出しなければならない実質的な財政負担の標準財政規模に対する比率

で、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示しています。

⑤有形固定資産減価償却率の推移 

本村が所有する資産の経年の程度を把握するに当たり、参考となる指標として有形固定

資産減価償却率があります。この指標は建物などの資産の取得価額等に対する減価償却累

計額の割合によって算出され、法定耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過してい

るのか把握することができます。 

本村の有形固定資産減価償却率は上昇傾向にあるため、公共施設等の老朽化への対応と

将来的な財政負担の軽減に向けた取組みを進める必要があります。 

表 2.2.4 有形固定資産減価償却率の推移 

決算年度 有形固定資産減価償却率 増減（ポイント） 

平成 28 年度 58.2% － 

平成 29 年度 58.7% +0.5% 

平成 30 年度 59.1% +0.4% 

令和元年度 59.9% +0.8% 

令和 2年度 60.1% +0.2% 
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第３章 公共施設等の維持管理・更新等に係る中長期的な経費の見込み等 

本計画の維持管理・更新用の費用については、下記のとおり従来型と長寿命化型の２つの

パターンで試算を行いました。

１．公共施設等の維持管理・更新等に係る費用算定（従来型） 

本計画の試算には、総務省所管の財団法人自治総合センターが公表している「地方公共団

体の財政分析等に関する調査研究会報告書」及び財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）

の提供する「公共施設更新費用試算ソフト仕様書」に基づき試算します。

（１）公共施設の更新の考え方（従来型） 

■更新時期 

耐用年数を 60年と設定します。建替え時は費用を３年間に分割します。 

■大規模改修 

耐用年数の 1/2（30年）を経過した時点で大規模改修を行い、その後 30年で建替えを 

行う設定とします。改修時の費用は２年間に分割します。 

既に建築後 30年を経過している施設の大規模改修積み残し費用は、当初 10年間に 

分割します。 

■更新・大規模改修後の施設面積、再調達価格 

現在の施設面積と同一の施設を再整備すると設定します。物価変動による改修時、 

更新時の再調達価格の変動は無視します。 

■更新単価 

分類 大規模改修単価 更新単価 

行政施設、村民文化系施設、社会教育系施

設、産業系施設、医療施設 
25.0 万円/㎡ 40.0 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション施設、 

保健・福祉施設、インフラ施設、その他 
20.0 万円/㎡ 36.0 万円/㎡ 

学校教育系施設、子育て支援施設 17.0 万円/㎡ 33.0 万円/㎡ 

公営住宅 17.0 万円/㎡ 28.0 万円/㎡ 
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（２）インフラ資産の更新の考え方 

①道路の考え方 

区分 種別 単価 

道路 
一般道路 4.7 万円/㎡ 

自転車歩行者道 2.7 万円/㎡ 

②橋りょうの考え方 

区分 種別 単価 

橋りょう 
鋼橋 50.0 万円/㎡ 

PC 橋、RC 橋、石橋、その他 42.5 万円/㎡ 

③上水道の考え方 

区分 管径 単価 

上水道 

導水管及び送水管
300ｍｍ未満 10.0 万円/ｍ 

上水道 配水管 
150ｍｍ以下  9.7 万円/ｍ 

151ｍｍ～200ｍｍ以下 10.0 万円/ｍ 

④下水道の考え方 

区分 管径 単価 

下水道 
250ｍｍ以下 6.1 万円/ｍ 

251～500ｍｍ 11.6 万円/ｍ 

■耐用年数を 15 年と設定します。 

■総面積を耐用年数の 15年で割った面積（1/15）を毎年更新すると仮定します。 

■更新単価 

■耐用年数を 60 年と設定します。 

■現状が鋼橋の橋りょうについてはそのまま鋼橋で更新し、それ以外の橋りょうに

ついては、PC橋にて更新すると仮定します。 

■更新単価 

■耐用年数を 50 年と設定します。 

■更新単価 

■耐用年数を 40 年と設定します。 

■更新単価 
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（３）公共施設等（公共施設、インフラ資産）の投資的経費と中長期的な経費の見込み 

① 公共施設等の投資的経費の状況 

村決算データによると、令和２年度の公共施設等の投資的経費は、約 6.8 億円となって

います。 

投資的経費の最近５ヵ年の平均は約 6.2 億円であり、うち既存更新分が約 84％を占め

ています。今後、40～50 年間で建物の更新時期を迎えることからも、投資的経費への負担

が増えますが、扶助費の増加に伴い、投資的経費に充当できる財源の確保はますます厳し

くなるものと見込まれます。 

本村の財政の状況について、表 3.1.1 及び図 3.1.1 に公共施設等の投資的経費の推移を

示しています。 

表 3.1.1 投資的経費の推移（百万円） 

年度 既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 28(2016)年 369.2 272.4 30.0 671.7

平成 29(2017)年 439.4 28.8 4.6 472.8

平成 30(2018)年 795.7 25.8 0.0 821.5

令和元年(2019)年 409.9 62.4 5.2 477.5

令和 2年(2020)年 601.6 63.5 12.3 677.4

5 ヵ年平均 523.2 90.6 10.4 624.2

図 3.1.1 投資的経費の推移
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② 公共施設等（公共施設、インフラ資産）の投資的経費と中長期的な経費の見込み

（従来型） 

現状の公共施設等をそのまま利用し続けた場合に、今後 40 年間の更新等にかかる費用

の見込み額を試算しました。 

【試算基準年 平成 28年度】 

【試算結果】 

○直近５年間の投資的経費：年平均 6.2 億円(令和２年度までの５年間) 

○年更新費用：10.1 億円（40年間総額 405.3 億円／40年間） 

○年平均＝6.2 億円 － 10.1 億円＝ 3.9 億円不足  

図 3.1.2 今後 40年間に要する中長期的な経費（従来型）
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不足が予測されます！ 
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表 3.1.2 今後 40年間における改修・更新等にかかる将来費用試算結果（従来型） （億円） 

期間 

公共施設等 

1～10 年目

（R4～R13）

11～20 年目

（R14～R23）

21～30 年目

（R24～R33）

31～40 年目

（R34～R43）
合計 

年間 

平均 

道路 31.1 31.1 31.1 31.1 124.4 3.1

橋りょう 0.9 6.6 2.7 1.4 11.6 0.3

上水道 27.6 24.2 7.3 3.8 62.9 1.6 

下水道 0.0 0.0 0.9 1.0 1.9 0.0

公共施設 41.9 68.7 44.6 49.3 204.5 5.1

合計 101.6 130.6 86.6 86.5 405.3 10.1 

図 3.1.3 今後 40年間における改修・更新等にかかる将来費用試算結果（従来型）
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２．公共施設等の維持管理・更新等に係る費用算定（長寿命化型） 

① 長寿命化型の考え方 

本計画における長寿命化型の維持管理・更新は、下記のサイクルとします。

②対策費用の算定 

本計画における長寿命化型の費用は、別に定める個別施設計画（長寿命化計画）の長寿命

化実施費用で算定した費用を引用します。引用する個別施設計画（長寿命化計画）は下記の

とおりです。

・普代村公営住宅長寿命化計画（平成 26 年３月策定、令和２年３月改訂） 

・普代村公共施設等総合管理計画個別施設計画（令和４年３月策定） 

なお、インフラ施設に関する長寿命化計画については未策定のため、従来型と長寿命化型

での試算結果は同じとして扱います。

今後、新たに策定する長寿命化計画を進め、適正な維持管理計画を策定していきます。

定期更新のみ行う 60 年間の利用（従来型）と、予防保全等を実施し、できる限りの長期間

の施設利用を行うことによる 80 年間の利用（長寿命化型）の建築物の経費試算のイメージは

次図のとおりとなります。

■更新時期 

木造及びＣＢ造以外の建物の目標使用年数を 80年とします。木造及びＣＢ造

については 50年とします。 

■長寿命化改修 

木造及びＣＢ造以外の建物は改修周期を 40年とし、現状の床面積で改修を実

施します。木造及びＣＢ造については長寿命化改修を実施しないこととします。

■大規模改造 

木造及びＣＢ造以外の建物は改造周期を20年とし20年目と60年目工事を実

施するものとします。 

■部分修繕 

劣化が著しい建物については部分修繕を実施します。
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図 3.2.1 建築物の経費試算（従来型）のイメージ

図 3.2.2 建築物の経費試算（長寿命化型）のイメージ
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② 公共施設等（公共施設、インフラ資産）の投資的経費と中長期的な経費の見込み

（長寿命化型） 

前述の長寿命化を行った場合の経費の試算を実施しました。20 年目と 60 年目に大規模改

造、40 年目に長寿命化改修を実施することで、建物の利用期間を 80年と延長しました。 

ただし、木造及び CB 造の建築物については、その構造から 80 年間の利用は困難と考え、

30 年目で大規模改造、50年目で改築としました。 

【試算結果】 

○ 直近５年間の投資的経費：年平均 6.2 億円(令和２年度までの５年間) 

○ 年更新費用：8.8 億円(40 年間総額：353.3 億円／40年間) 

○ 年平均＝6.2 億円 － 8.8 億円＝ 2.6 億円不足  

図 3.2.3 今後 40年間に要する中長期的な経費（長寿命化型）

これまでの維持・更新費用を今後も支出可能と仮定した場合、今後、新たな整備を行わないと

しても、1年当たりの事業費が約 2.6 億円超過する見込みとなります。 
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表 3.2.1 今後 40年間における改修・更新等にかかる将来費用試算結果（長寿命化型）（億円） 

期間 

公共施設等 

1～10 年目

（R4～R13）

11～20 年目

（R14～R23）

21～30 年目

（R24～R33）

31～40 年目

（R34～R43）
合計 

年間 

平均 

道路 31.1 31.1 31.1 31.1 124.4 3.1

橋りょう 0.9 6.6 2.7 1.4 11.6 0.3 

上水道 27.6 24.2 7.3 3.8 62.8 1.6 

下水道 0.0 0.0 0.9 1.0 1.8 0.0 

公共施設 36.0 48.6 36.4 31.6 152.6 3.8 

合計 95.7 110.5 78.3 68.8 353.3 8.8 

図 3.2.4 今後 40年間における改修・更新等にかかる将来費用試算結果（長寿命化型）
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３．長寿命化の中長期的な効果について 

前項までの算出結果から、下記のとおりとなります。 

○ 従来型の中長期的な年更新費用：10.1 億円(40年間総額：約 405.3 億円) 

○ 長寿命化型の中長期的な年更新費用：8.8 億円(40 年間総額：約 353.3 億円) 

となり、長寿命化を行うことで、１年当たりの事業費は約 1.3 億円の縮減（40 年間総額で

52.0 億円）と試算しました。 

ただし、直近５年間の投資的経費は約 6.2 億円のため、長寿命化を実施し、かつこれまで

の維持・更新費用を今後も支出可能と仮定した場合でも、１年当たりの事業費が約 2.6 億円

超過する見込みであるため、さらなる事業費の縮減を検討します。 
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第４章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

１．施設の将来利用における基本的な方針 

（１）現状や課題に関する基本認識（３つの課題）

①  公共施設等の大規模改修・建替え等への対応 

本村の公共施設は、築 30 年以上経過した建物施設が約６割となっています。今後多く

の公共施設の老朽化に直面することとなり、従来と同様に大規模改修・建替え等への投資

を継続していくことは困難です。 

このような状況を回避するには、総量を縮減するとともに、大規模改修・建替え等にか

かる費用の年度毎の支出を平準化したり、施設の長寿命化を図るなど、全体的な費用を抑

えることが重要です。 

そのため、中長期的な視点による計画的・戦略的な公共施設の再編成・管理に取り組ん

でいく必要があります。 

② 人口減少・少子高齢化社会への対応 

本村の人口は、令和２年の 2,572 人（普代村住民基本台帳 令和２年９月末時点）から

令和 22 年には 1,838 人へ減少すると推計されており、人口減少と少子高齢化が進行して

います。 

そのため人口構成の大きな転換に伴う村民のニーズへの変化に対応した適正な公共施

設等の総量や機能の再編成を検討していく必要があります。 

③ 財政状況への対応 

今後、人口の減少に伴い村税収入の減少や、少子・高齢化に伴う扶助費等の負担の増加

により、公共施設等の維持管理のための財源確保は、ますます厳しくなるものと予測され

ます。 

公共施設等の投資的経費と中長期的な経費の見込みにおいて、投資的経費の実績値が年

間約 6.2 億円であるのに対し、今後 40 年間では年平均で約 8.8 億円の費用が必要になる

ものと試算されています。 

より厳しくなる財政状況の中で、公共施設等の効率的な維持管理や、民間企業との連携

など事業の効率化に取り組み、機能の維持を図っていく必要があります。 

また、未利用の土地、建物を民間に売却または貸付けを推進し、既存施設の維持修繕に

係る財源の確保に努めます。 

（２）計画期間 

本計画は、計画期間を 10年（平成 29年度～令和８年度）とし、必要に応じて適時見直

しを図るものとします。 
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２．公共施設等の管理に関する基本的な考え方

現状や課題に関する基本認識を踏まえつつ、人口構成など地域の特性や村民ニーズに対

応しながら、公共施設等の適切な管理・運営、安全で快適な利用環境の維持、継続を図っ

ていきます。 

（１）供給・品質・財務に関する基本方針（３つの視点） 

以下の供給・品質・財務に関する視点により、公共施設等の総合的、計画的な管理を推

進します。 

このことにより、長寿命化計画の推進と合わせ、今後 40 年間の公共施設の将来更新費

用を約 30％（約 2.6 億円/年）削減することを目指します。 

公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

① 供給に関する基本方針  

将来の人口動向やそれに伴う村民ニーズを踏まえ、効率的かつ最適な公

共施設等の配置を行い、「施設の総量の適正化」を推進します。 

② 品質に関する基本方針 

老朽化の状況や利用実態及び需要の見通しを踏まえ、今後も継続する

施設については、予防保全や長寿命化などの計画的な修繕・改善による

施設の品質の保持や機能の改善に努め「既存施設の有効活用」を図りま

す。 

③ 財務に関する基本方針

情報の一元管理や共有を図るための管理システムの構築、公共施設の将

来の維持管理費用を平準化、全庁的な推進体制の確立及び民間活力の導入

の検討などにより、財政負担の軽減を図り、「効率的な管理・運営」を推進

します。
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（２）施設用途ごとの基本方針

これまで整理した公共施設等の現状及び課題等、公共施設等の整備・維持管理、統廃合、

施設利用に関する各種の関連計画を考慮し、用途ごとの将来の公共施設等の基本方針を表

4.2.1 に示します。 

表 4.2.1 将来の公共施設等の基本方針 

【公共施設】 

施設用途 現状及び課題等（令和３年度末現在） 
村の基本方針(案) 

（将来の施設利用検討） 

1 行政施設 

・行政施設の延床面積は4,995㎡であり、

建物施設のうち 11.2％を占めます。 

・行政施設で築 30 年以上経過した施設

は 225 ㎡あり、建物施設のうち 0.5％を占

めています。 

・最も古い建物：消防会館（1971 年度） 

・日常点検、定期点検等を実施し予防保全に

努めるとともに、計画的な維持管理を推進し

ます。 

・経年劣化が進んでいる建築物については、

機能の維持のため改築を行います。 

・いずれも村民生活に必要な施設で効率的

な維持管理・運営を推進します。 

2
村民文化

系施設 

・村民文化系施設の延床面積は 1,048 ㎡

であり、建物施設のうち 2.3％を占めま

す。 

・村民文化系施設で築 30 年以上が経過

した施設は 185 ㎡あり、建物施設のうち

0.4％を占めています。 

・最も古い建物：芦渡地区・落合地区多目

的集会施設（1986 年度） 

・日常点検、定期点検等を実施し予防保全に

努めるとともに、計画的な維持管理を推進し

ます。 

・民間活力の導入等により、施設の整備や管

理・運営における官民の連携を図ります。 

・地域利用の多い施設は、地域への一部委

託、貸付、移管等を検討します。 

3
社会教育

系施設 

・社会教育系施設の延床面積は667㎡で

あり、建物施設のうち 1.5％を占めます。 

・社会教育系施設で築 30 年以上が経過

した施設は 570 ㎡あり、建物施設のうち

1.3％を占めています。 

・最も古い建物：旧庁舎（1959 年度） 

・計画的な維持管理を推進し、サービス水準

の維持・向上に努めます。 

・将来の地域ごとの人口動向や地域ニーズ

等を踏まえ、複合化や集約化も含めた施設

の再編を検討します。 

4

スポーツ・

レクリエー

ション施設

・スポーツ・レクリエーション施設の延床

面積は 9,768 ㎡であり、建物施設のうち

21.9％を占めます。 

・スポーツ・レクリエーション施設で築 30

年以上が経過した施設は 6,145 ㎡あり、

建物施設のうち 13.8％を占めています。 

・最も古い建物：観光センター（1975 年

度） 

・日常点検や定期点検等を実施し予防保全

に努め、計画的な維持管理を推進し、サービ

ス水準の維持・向上に努めます。 

・経年劣化が進んでいる建築物については、

機能の維持のため長寿命化改修を実施しま

す。 

・施設の利用状況等を勘案しながら、集約化

や廃止を検討します。 

・廃止対象の建物は、建物の解体を進めま

す。 



第４章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針

３９ 

施設用途 現状及び課題等（令和３年度末現在） 
村の基本方針(案) 

（将来の施設利用検討） 

５
保健・福祉

施設 

・保健・福祉施設の延床面積は 1,273 ㎡

であり、建物施設のうち 2.9％を占めま

す。 

・保健・福祉施設で築 30 年以上が経過し

た施設は 360 ㎡あり、建築施設のうち

0.8％を占めています。 

・最も古い建物：普代デイサービスセンタ

ー（1991 年度） 

・日常点検、定期点検等を実施し予防保全に

努めるとともに、計画的な維持管理を推進し

ます。 

・村民ニーズを踏まえ、必要なサービス水準

を確保しつつ、施設の計画的な機能改善に

より、施設の長寿命化を推進します。 

６
学校教育

系施設 

・学校教育系施設の延床面積は 7,401 ㎡

であり、建物施設のうち 16.6％を占めま

す。 

・学校教育系施設で築 30 年以上が経過

した施設は 7,046 ㎡あり、建物施設のうち

15.8％を占めています。 

・最も古い建物：普代小学校（1968 年度）

・日常点検、定期点検等を実施し予防保全に

努めるとともに、計画的な維持管理を推進し

ます。 

・小中学校施設については、義務教育学校

（仮称）として新設する計画です。 

７
子育て支

援施設 

・子育て支援施設の延床面積は 804 ㎡で

あり、建物施設のうち 1.8％を占めます。 

・子育て支援施設で築 30 年以上が経過

した施設はありません。 

・最も古い建物：はまゆり子ども園（2001

年度） 

・村内１ヵ所の施設であり必要な施設である

ことから、効率的な維持管理・運営、日常点

検、定期点検等を実施し予防保全に努め、計

画的な維持管理を推進します。 

８
産業系施

設 

・産業系施設の延床面積は 5,548 ㎡であ

り、建物施設のうち 12.4％を占めます。 

・産業系施設で築 30 年以上が経過した

施設は 2,940 ㎡あり、建物施設のうち

6.6％を占めています。 

・最も古い建物：鳥居牧場（1976 年度） 

・一部施設については改修・改築等あわせ

て、民間事業者への移管も検討し効率的な

維持管理・運営を推進します。 

・日常点検、定期点検等を実施し予防保全に

努めるとともに、計画的な維持管理を推進

し、サービス水準の維持・向上に努めます。 

９ 公営住宅 

・公営住宅の延床面積は4,643㎡であり、

建物施設のうち 10.4％を占めます。 

・公営住宅で築 30 年以上が経過した施

設は 2,088 ㎡あり、建物施設のうち 4.7％

を占めています。 

・最も古い建物：黒崎小学校教職員住宅

（1961 年度） 

・普代村公営住宅等長寿命化修繕計画に則

り、公営住宅の計画的な点検・改修を行うな

ど、適正な管理に努めます。 

・点検・診断結果を踏まえながら、修繕・更新

等の優先度を判定し、計画的かつ効果的な

維持管理・修繕・更新等に取り組みます。 

・教職員住宅については、建物の劣化状況と

利用状況を勘案しながら、改築を計画しま

す。 
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施設用途 現状及び課題等（令和３年度末現在） 
村の基本方針(案) 

（将来の施設利用検討） 

10 医療施設 

・医療施設の延床面積は1,064㎡であり、

建物施設のうち 2.4％を占めます。 

・医療施設で築 30 年以上が経過した施

設は 1,064 ㎡であり、建物施設のうち

2.4％を占めています。 

・最も古い建物：医科診療所、歯科診療

所（1991 年） 

・村民の健康維持のため必要な施設であるこ

とから、効率的な維持管理・運営、日常点

検、定期点検等を実施し予防保全に努め、計

画的な維持管理を推進します。 

11
インフラ 

施設 

・インフラ施設の延床面積は 511 ㎡であ

り、建物施設のうち 1.1％を占めます。 

・インフラ施設で築 30 年以上が経過した

施設は 121㎡あり、建物施設のうち 0.3％

を占めています。 

・最も古い建物：普代簡易水道施設、堀

内簡易水道施設（1964 年度） 

・村民生活に必要な施設で予防保全に努め、

効率的な維持管理・運営、推進します。 

12 その他 

・その他の延床面積は6,941㎡であり、建

物施設のうち 15.5％を占めます。 

・その他で築30年以上が経過した施設は

5,485 ㎡あり、建物施設のうち 12.3％を占

めています。 

・最も古い建物：旧和村邸（1924 年度）  

・民間活力の導入などの手法を活用し施設

の整備や管理・運営における官民の連携を

図ります。 

・施設の利用状況等を勘案しながら維持管理

を実施し、集約化や改築、廃止の検討を行い

ます。 

・普通財産は施設の利用状況等を把握し、他

施設への機能移転の必要性を含め今後の使

用方法を検討します。 

・廃止対象の建物は、建物の解体、跡地の売

却または有効活用方策の検討などを進めま

す。 

【インフラ資産】 

施設用途 現状及び課題等（令和３年３月現在） 
村の基本方針(案) 

（将来の施設利用検討） 

13 道路 

・総延長は 218,183ｍです。 

・総面積は 992,644 ㎡です。 

・点検・診断の充実を図るとともに、効率的な

修繕・更新等により、安全で円滑な道路環境

を維持します。 

14 橋りょう 

・総数は 52橋です。 

・総面積は 4,513 ㎡です。 

・適正な定期点検を実施し、健全性、安全性

を確保します。 

・普代村橋梁長寿命化修繕計画に則り、計

画的な予防保全型の維持管理、修繕及び耐

震化を行います。 
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施設用途 現状及び課題等（令和３年３月現在） 
村の基本方針(案) 

（将来の施設利用検討） 

15

上水道 

（ 簡 易 水

道・飲料水

供給施設）

・上水道（簡易水道）の管路の総延長は

67,292ｍです。 

・上水道管路の老朽化、耐震化による布設

替えを計画的に進め、安定的な給水の実

現、安全な水質の確保に取り組みます。 

・普代村簡易水道基本計画等を踏まえ、予防

保全型の計画的な維持管理により、施設の

長寿命化に取り組みます。 

・日常点検、定期点検等を実施し予防保全に

努めるとともに、管理台帳等のデータ整備や

情報管理の充実を図り、修繕等の優先度を

判断し、計画的に維持管理・修繕・更新等の

実施と、サービス水準の向上に努め、効率的

運用を推進します。 

16

下水道 

（漁業集落

排水処理

施設） 

・下水道（漁業集落排水処理施設）管路

延長の総延長は 3,011ｍです。 

・下水道管路の老朽化、耐震化による布設

替えを計画的に進め、災害時の減災や震災

対策の強化を図り、安定的な汚水処理に努

めます。 

・日常点検、定期点検等を実施し予防保全に

努めるとともに、管理台帳等のデータ整備や

情報管理の充実を図り、修繕等の優先度を

判断し、計画的に維持管理・修繕・更新等の

実施と、サービス水準の向上に努め、効率的

運用を推進します。 

17 漁港 

外郭施設の総延長は 2,199ｍです。 

係留施設の総延長は 670ｍです。 

・村営沢漁港、白井漁港、黒崎漁港の３港の

漁港施設については、個別施設計画に該当

する機能保全計画を策定した後、順次老朽

化対策を実施します。 
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３．施設の将来利用における基本的な方向 

（１）点検・診断等の実施方針 

①定期的な点検・診断の実施 

庁内の点検実施体制を構築し、中長期的なコスト縮減・財政負担の平準化に向けて、統

一的な点検・診断基準に基づきながら定期的な点検・診断に取り組みます。 

②継続的に実施可能な点検・診断体系の構築 

施設特性に応じた合理的な点検・診断方法の検討を進め、具体的な方法や頻度、外部委

託や地域住民との協働を含めた実施体制などについて精査し、継続的に実施可能な点検・

診断体系を構築します。 

③点検・診断結果の一元管理の推進 

維持管理の効率化・高度化に向けて、施設台帳や点検・診断結果等の情報の蓄積や活用

に取り組み、情報の一元管理を推進します。 

また、公共施設の建設時期から経過年月によって、旧耐震基準、新耐震基準（前期）、新

耐震基準（後期）の建築物に３分類し、それぞれの分類ごとに点検・診断の実施方針を整

理します。 

ア）旧耐震基準 

旧耐震基準で建築されていることから、建物の安全性の確保が重要です。そのため、必

要に応じて耐震診断を実施し、安全性の確保に努めます。また、既に耐震化済みの施設や

耐震性を保有する施設は、機能の維持向上に留意して点検・診断を行います。 

イ）新耐震基準（前期） 

概ね 30 年が経過する（昭和 50年代）施設は、既に大規模改修の実施時期を迎えており、

詳細に劣化状況を把握するとともに、情報の一元管理により大規模改修の実施を検討しま

す。 

ウ）新耐震基準（後期） 

建築後の経過年数も短く、施設の整備水準が比較的高い施設が多いものと想定されるこ

とから、今後、長期使用を前提とし、日常点検、定期点検の実施により、継続的な施設状

況の把握に努め、建築後 15 年を目安に詳細な劣化調査・診断等を実施します。 

表 4.3.1 公共施設の建設時期による分類

建築物の分類 要 件 

旧耐震基準 
昭和 56 年以前の旧耐震基準で建築された施設で、建築後 33

年以上が経過している施設とする。 

新耐震基準（前期） 
新耐震基準に適合し、建築後 16 年から 32 年経過した施設とす

る。 

新耐震基準（後期） 新耐震基準に適合し、建築後 15年以内の施設とする。 

（注） 改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル（国土交通省）参照 

大規模改修の一つでもある外壁及び屋根防水の修繕周期は、建設後概ね 10 年～15 年が目安とされていることから、建

築後 15 年以内の施設は「新耐震基準（後期）」とし、16 年以上経過した建築物を「新耐震基準（前期）」と設定した。 



第４章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針

４３ 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

①予防保全的な維持管理の実施 

維持管理及び修繕を計画的・効率的に行うことによって、維持管理・修繕費を削減する

とともに、点検・修繕、小規模改修等による予防保全を重視しながら、建物寿命を延命化

し建替え等に係る負担を軽減します。 

②新設・更新時におけるライフサイクルコストの縮減 

施設の新設・更新の際には、省エネルギー対策や日常的な点検・小修繕等の維持管理

の容易性に配慮した構造や仕様、耐久性材料等を採用することによりライフサイクルコ

ストの縮減に取り組むとともに、中長期的な視点に立ち財政負担の平準化を図ります。 

（３）安全確保の実施方針 

①公共施設等の安全確保 

日常点検や定期点検により、施設の劣化状況の把握に努めるとともに、危険性が認め

られた場合は、供用停止などの緊急措置を講じます。また、これらの情報の蓄積・共有

化を図り、同種・類似の施設についても早急に点検や予防的措置を実施するなど、安全

確保に万全を期します。 

②用途を廃止した施設の適切な管理 

用途を廃止し、今後とも利用の見込みのない施設については、施設特性や周辺の環境

等を総合的に勘案し、安全確保の観点から可能な限り速やかな除却に努めます。早急な

除却が困難な施設については、防護柵の設置等による立入禁止措置や定期的な見回りに

より、安全の確保に十分配慮するなど適切な管理に取り組みます。 

（４）耐震化の実施方針 

①耐震改修促進計画等の推進 

多くの住民が利用する公共施設については、着実に耐震化を推進します。また、インフ

ラ資産についても、耐震対策の必要性を把握したうえ、施設特性に応じた取組の優先度を

設定し、計画的な対策の推進に取り組みます。 

②効率的な対策実施 

長寿命化対策と耐震対策を同時に施工することによりコスト縮減を図るなど、大規模修

繕等の機会を捉えた効率的な対策を実施します。 

（５）長寿命化の実施方針 

①公共施設の長寿命化 

公共施設（建物）は、点検・改修などを計画的に行うとともに、内装や設備機器の定期

的な交換や、大規模改修の効果的な実施により、耐用年数の延命化を推進します。 

用途廃止する公共施設の中でも耐久性の高い施設については、用途変更を検討し内装や

設備などの改造により長期間使用することを目指します。 

②インフラ資産の長寿命化 

インフラ資産は、定期的な点検、個別の長寿命化計画などに基づき、耐久性、耐震性、

効率性などを検討し、長期的な安全性を向上させるとともに、計画的な予防保全型の維持

管理、修繕を行い、長寿命化を推進します。 
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（６）統合や廃止の推進方針 

①公共施設の統廃合や縮小 

人口減少や生活スタイルの変化に伴って、公共施設のあり方も対応が求められることか

ら、施設の耐用年数、利用状況、運営状況、維持管理コスト等を踏まえ、必要に応じて公

共施設の統合・廃止や規模縮小等に取り組みます。 

②統廃合により生じる施設の活用

公共施設の統廃合や規模縮小に伴って発生する空き施設については、公的な他の用途と

して利活用を検討するほか、必要に応じて民間への売却や賃貸などにより有効活用を推進

します。 

（７）ユニバーサルデザイン化の推進方針 

岩手県では急速な高齢化が進行する中、令和２年３月に従来のバリアフリーの視点から

ユニバーサルデザインを基本とした新たな「ひとにやさしいまちづくりの推進指針」を策

定しました。 

本村においても、この指針に基づいて総合的、計画的に誰もが暮らしやすいまちづくり

の推進に取組みます。 

（８）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

①住民協働、民間活力の導入 

住民の身近な公共施設等については、維持管理の担い手としての役割が期待される地域

住民等との協働を推進します。広く村民が利用する公共施設については、民間の技術やノ

ウハウを活用する指定管理者制度を実施し、運営の効率化とサービスの向上を図ります。 

②施設管理者の技術力向上 

各施設の管理者に対する定期的な技術研修会、連携会議の開催など、技術支援体制を構

築し、施設管理者の技術力を高めます。 

（９）取組み体制 

①一元的な推進体制の構築 

行政職員自らが公共施設の長寿命化やライフサイクルコスト縮減のための知識・技術を

身につけるよう研修、啓発に取り組みます。 

また、部局横断的な情報共有や調整、計画の進捗管理を行うため、公共施設等の適正な

管理に向けた庁内の一元的な推進体制を構築します。 
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（10）フォローアップの実施方針 

本計画のフォローアップは、以下の手順で実施します。 

①計画（Plan） 

村の上位・関連計画との整合に留意して、『普代村公共施設等総合管理計画』を策定し

ます。 

②実施（Do） 

公共施設等総合管理計画に基づき、庁内横断的に『施設の維持・管理』を実施します。 

③検証（Check） 

供給、品質、財務の観点から『検証』を実施します。 

④改善（Action） 

検証結果で、機能の低下や利用者の減少傾向がある場合は『改善』を実施（利用料の改

善、運営費用の削減、機能更新、統廃合等）します。 

⑤計画（Plan） 

評価内容に従い公共施設等総合管理計画の「見直し」を実施します。 

以下、Ｄ → Ｃ → Ａ → Ｐ → と繰り返します。

図 4.3.1 フォローアップの実施方針のイメージ 

普代村 

総合発展計画等の 

上位・関連計画 
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Ｄ
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施設管理情報の活用による検証 

検証

Ｃ

ction 

機能の低下などが認め
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減、機能更新、施設複
合化等の実施
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